
2008年11月7日、経済同友会はシンポジウム「新・

日本流経営の創造」をホテルオークラ東京で開催した。

これからの企業経営のあるべき姿について、2008年7

月に『新・日本流経営の創造』として提言を発表した

が、今回のシンポジウムは「新・日本流経営」に対す

る認識をさらに深めていく契機となるよう企画され

た。第1部の基調講演では、提言を取りまとめた長谷

川閑史副代表幹事・企業経営委員会委員長（武田薬品

工業取締役社長）が提言の骨子とともに、『企業白書』

の取りまとめに向けた本年度の委員会の方向性につい

て説明を行った。続く第2部では、下記の5氏による

パネル・ディスカッションが行われ、21世紀におけ

る経営のあり方について議論を深めた。なお、今回の

シンポジウムには約200名の参加者があった。

代表幹事就任時に

掲げた「新・日本流

経営」とは、ひとつ

に、グローバル化、

少子高齢化、地球環

境問題などさまざま

な課題が山積する中

では、われわれが進

めている市場主義経済社会の構築、言わば、

「健全な競い合い」が重要であるというこ

とが原点にある。もうひとつは、国際競争

力があり、かつ、国際社会から信頼を受け

る企業づくりである。そして、経済失速の

流れの中で、変革の時代に耐えうる経営と

はどういうものか、大いに議論していきた

いと考えている。

開会あいさつ――桜井正光代表幹事

健全な市場主義経済社会の構築と国際
競争力の強化で「新・日本流」創造へ

氏家純一氏 野村ホールディングス取締役会長
リシャール・コラス氏 シャネル取締役社長
中谷 巌氏 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング理事長
長谷川閑史氏 副代表幹事・企業経営委員会委員長

西岡幸一氏 日本経済新聞社客員コラムニスト

パネリスト

モデレーター

経済同友会主催シンポジウム

「新・日本流経営の創造」
Creating a New Style of Japanese Management

keizai doyu 2008/12-2009/01   010



⑤「新・日本流経営」の発展形と

してのＭ＆Ａ成功事例と考え方を

分析していく。

⑥ 国際競争力向上につながる

コーポレート・ガバナンスの実例

を集約していく。

業経営委員会では、2007

年度の提言発表に続き、今

年度は『企業白書』を取りまとめ

る。その目指す方向とは、「21世

紀初頭における『新・日本流経営』

のあるべき姿を理念・モデルとし

て提言するのではなく、それぞれ

独自のスタイルを貫きながら成功

している企業を主要産業から選択

し、特色を浮き彫りにすると同時

に、何らかの共通項が見出し得る

かを分析し、できるだけ多くの企

業の参考に供する」というものだ。

『企業白書』に盛り込むべく、

重点テーマとして取り上げるの

は、以下の６項目である。

①主要産業（建機・総合電機・

商社・自動車・流通）における成

功企業の探求を通じ、「新・日本

流経営」のエッセンスを抽出する。

②日本企業の強みについて、現

場の強さ、産業構造の強さといっ

た観点から分析を行う。

③人材に関して、特にリーダー

の育成について議論すると同時

に、日本企業共通の課題である女

性の活躍と高齢者の活用を検討し

ていく。

④今年度に入って以降の経済情

勢の変化を踏まえ、金融危機の中

での日本企業の位置づけを考え

る。

と、主要先進国の中でも際立って

低い。日本企業が海外進出する際

点に絞ってコメントした

い。ひとつは、新しい日本

流経営の創造には経営をもっと海

外に向けて開いていかなければな

らない、ということ。もうひとつ

は、日本経済の今後を考える上で

どの分野により力点を置くべき

か、ということだ。

世界経済が急速に一体化してい

く中で、どの産業ももはや国内だ

けでは完結し得ない状況となり、

日本企業も世界からの評価に晒さ

れる。ところが、日本への対内直

接投資残高は対GDP比３％以下
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日本流の本質のひとつは、
“取捨選択”の能力にある

あるべき姿を実現するための
「新・日本流経営」を追求

1969年東京大学経済学部卒業、72年米国イリノイ大学大
学院修士課程、75年同シカゴ大学大学院博士課程修了後、
野村證券入社。90年取締役、95年常務取締役、97年代表
取締役社長、2001年野村ホールディングス取締役社長、
2003年より取締役会長。
2003年2月経済同友会入会、2003～2006年度副代表幹
事、2007年度より幹事。2003年度金融システム改革委員
会委員長、2004年度経済政策委員会委員長、2005年度金
融・資本市場委員会委員長、2006年度市場主義・民間主
導経済社会のあるべき姿を考える委員会委員長。
2004年4月～2008年3月東大金融教育研究センター長、
2004年11月～2007年10月東京商工会議所特別顧問、
2005年11月より日米経済協議会会長、2007年7月より日
本経済団体連合会副会長。

企

２

1970年早稲田大学政治経済学部卒業後、武田薬品工業入
社。93年TAPファーマシューティカルズ代表取締役社長、
95年TAPホールディングス代表取締役社長、99年武田薬
品工業取締役、2001年取締役経営企画部長、2002年取締
役事業戦略部長、2003年より代表取締役社長。
2004年11月経済同友会入会、2006年度より副代表幹事。
2005年度企業価値向上委員会副委員長、2006～2008年
度企業経営委員会委員長。



年間日本に住み、日本人と

一緒に仕事をしてきた。ま

た、欧州ビジネス協会の会長を長

年務めてきた。そうした経験を踏

まえ、気がついた点を話したい。

今、日本もグローバリゼーショ

ンをせざるを得ない状況にあるは

ずだが、逆に“鎖国”に戻ろうと

いうような雰囲気がある。特に、

政治家や官僚の間でその傾向を強

く感じる。「ビジット・ジャパ

ン・キャンペーン」を見ても、もっ

と外向けに発信していくべきなの

に、日本は自分を外に売るのが本

当に下手な国だと思う。日本人は、

言わば「かえるシンドローム」に

陥っているのではないか。かえる

を熱いお湯に入れると飛び出す

が、冷たい水に入れて少しずつ温

めていくと身体は慣れていくが、

結局、お湯の中で死んでしまう。

今の日本の政治家や官僚を見てい

には、設備や技術とともに、経営

ノウハウや企業文化も投資先に移

植するはずだ。同様に、対内直接

投資には、新しい技術や経営ノウ

ハウがもたらされる効果もあるの

で、これを利用しない手はない。

日本流の本質のひとつは、“取捨

選択”の能力にある。昔から日本

は海外から進んだ技術や文化を取

り入れ、オリジナルよりも洗練さ

れた日本流に昇華させてきた。そ

うしたモノ・サービスは、国際的

に通用する競争力を獲得すると考

えている。海外からのＭ＆Ａを過

度に恐れる必要はなく、資本とノ

ウハウをうまく取り入れて日本流

の経営をさらに高めていくことが

経営者の責任だ。

どの分野により力点を置くべき

かについては、ものづくりに一層

の磨きをかけることは重要だが、

2006年の日本のGDP構成比を見

ると、製造業が21％でサービス

業が69％を占めており、サービ

ス業の生産性の低さが日本全体の

競争力を押し下げている。従って、
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“外圧”のおかげで、
「新・フランス流」経営が実現

1975年パリ大学東洋語学部卒業後、在日フランス大使館
（東京）勤務。AKAI FRANCE、ジバンシイ勤務を経て、85
年シャネル日本法人入社、91年より代表取締役、95年よ
り代表取締役社長。
95年ハーバード大学経済学部大学院アドバンス・マネジ
メント・プログラム国際シニア・マネジャー・プログラ
ム参加。2002～2008年欧州ビジネス協会会長。
2008年4月経済同友会入会。
99年国家功労章シュバリエ、2006年レジオン・ドヌール
勲章、2008年旭日重光章受章。
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サービス業の生産性を大幅に改善

するイノベーションをいかにもた

らすかが、「新・日本流経営」の

創造に向けた極めて重要なポイン

トとなる。製造業にも、販売や

マーケティングなどサービス業と

考えられる業務が相当含まれてい

る。そうした分野も含めたサービ

ス業的分野全体の競争力を向上さ

せる必要があると思う。そのため

には、知識集約的産業のウエイト

を高めていく取り組みが重要とな

る。

なかったことが、それぞれの国民

性の良い部分を融合することで可

能となり、約５割の世界シェアを

実現している。日本には、製造業

における職人技、企画力、そして、

一度コンセンサスを得れば真っ直

ぐ走るパワーがある。ここに他国

のパワーを融合させていくこと

で、「新・日本流経営」ができる

のではないか。

ると、そう思わざるを得ない。規

制緩和に対する動きもなく、Ｍ＆

Ａや対日直接投資などに対するネ

ガティブな見方が続いている。

以前はフランスも日本からの輸

出品を止めようとしたし、自分た

ちのバリアを作ろうと動いた時代

があった。しかし、EUのコンセ

プトができたおかげでオープンに

なり、企業は「新・フランス流」

経営に生まれ変わり、競争力を持

つ企業が増えてきた。そうなれた

のは、ある意味で“外圧”があっ

たからこそで、日本にもそうした

外圧が必要ではないか。

もうひとつ、エアバス社の事例

を挙げておきたい。同社には数十

カ国もの多国籍社員が働いている

が、フランス人は企画力が高く、

ドイツ人は製造を実直に実現する

パワーがあり、イギリス人は販売

能力に優れている。単独ではでき
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界の中で、日本は地政学的

にも宗教的にも、非常にユ

ニークなポジションにある。その

ユニークさをどうグローバルに展

開していくのかが、日本企業が生

き残っていく上での最も重要なポ

イントだと思う。

日本企業はこの10～20年、米

国から新しい経営技法やいろいろ

な経営スタイルを取り入れ、それ

を“日本流”に仕立てるやり方を

実践してきた。しかし、間違って

いたと思える点もいくつかある。

そのひとつが雇用改革だ。現場力

を支えるのは現場の従業員であ

り、彼らの当事者意識の高さが日

本企業の極めてユニークなポイン

トだ。ところが、この数年の日本

における雇用改革の中身は、正規

社員を減らして派遣やパートなど

を増やすというものである。その

結果、労働コストは下がり企業の

利益体質は強化されたが、一方で、

会社の中が分断されてきた。組織

の一体感・求心力をあらためて確

保しないと日本企業の根幹にある

強さが損なわれてしまう。

レーガン政権以降の米国では、

所得格差が拡大し貧困層が増加し

ているが、日本にも同じような傾

向が見られる。今までわれわれが

信じていた「新自由主義路線」と

いうものが、競争力や国の健全性

などの面で本当に正しかったのか

を問い直したい。行き過ぎた格差

や競争原理に一定の歯止めをかけ

ようというのが、時代の要請では

ないか。

現場の従業員の当事者意識の高

さを含め、日本企業が本当に力を

発揮できるコアの部分が何かを見

直した上で、本格的にグローバル

に事業展開していかなければなら

ない。これから必要なのは単に海

外に工場を作って収益を上げるモ

デルではなく、金融やサービス、あ

るいは、経営全般においてグロー

バリゼーションを図っていくこと

だ。金融で言えば、普遍性のある

モデルが必要とされるが、それは

日本人が最も不得意とするところ

だ。こうした欠点を認識し、“ロ

ジックと言葉”によってグローバ

ルなコミュニケーションができる

人材の育成こそ、日本企業にとっ

て最大のテーマのように思える。

これから必要なのは、
経営全般におけるグローバル化

1965年一橋大学経済学部卒業、73年ハーバード大学経済
学博士。その後ハーバード大学研究員、講師、大阪大学
助教授、教授を経て、91年一橋大学教授に就任。93年細
川内閣の首相諮問機関「経済改革研究会」委員、98年小
渕内閣首相諮問機関「経済戦略会議」議長代理。
99年ソニー取締役、多摩大学教授、2000年三和総合研究
所（現・三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）理事長、
2001～2006年多摩大学学長、2003～2005年6月ソニー
取締役会議長、2004年オーストラリア国立大学名誉法学
博士、2005年一橋大学名誉教授。
現在は、三菱UFJリサーチ＆コンサルティング理事長、
多摩大学教授・ルネッサンスセンター長のほか、アスク
ル、スカパーJSAT、富士火災、WDIの取締役、NPO法
人「全国社外取締役ネットワーク」の代表理事を務める。

今だからこそ、経営を議論すべき

1969年大阪大学理学部卒業、71年同大学大学院修士課程
修了後、日本経済新聞社入社。編集局工業部、産業部記者、
日本経済研究センター主任研究員などを経て産業部編集委
員。94年スタンフォード大学研究員、96年産業部編集委員
兼論説委員、99年論説副主幹、2003年コラムニスト兼論
説委員、2008年4月より客員コラムニスト、専修大学教授。

世

バマ氏が正式に大統領に就

任するのは74日後だが、

逆に74日前に何があったかとい

うと北京五輪の閉会式だ。遠い過

去のようにも感じるが、その74

日の間に世界は激変した。ここま

での状況は誰も予想できなかった

だろうし、今後も、何が起こるか

はわからない。

米国では、創業100年になる、

ビッグ３の一角、GMが経営危機

に直面している。企業経営におい

ても先を見通せない状況にある中

で、日本の企業経営のあり方を見

つめ直し、議論することは、大き

な意味のあることだと感じる。

オ
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西岡：日本の強さを支えていた税

制や労働慣行、社会制度などのい

ろいろな仕組みが、この数年間で

強みを揺るがす方向に行っている

という指摘があった。強さを形成

する条件のようなものが揺らいで

はいないか。

長谷川：２つの点で制度は大いに

揺らいでいると思う。ひとつは、

リーダーの教育をまったく行って

こなかったことがボディブローの

ように効いているような気がす

る。世界に共通したエリート教育

のプロセスが、日本では戦後の教

育制度改革でなくなった。リベラ

ル・アーツや歴史の勉強も損なわ

れてきた。戦後60年、自ら変え

ることをせず安住しているところ

に危機感を持つ。

もうひとつ、本当の現場力は、

自社の正規社員で継承していかな

ければできないのではないかと痛

切に感じている。弊社の場合、一

時、正規社員を減らして契約社員

やパートを使ったが、危険な兆候

を感じたので、再び正規社員に切

り替え始めた。企業として、産業

として行うべきことは、高い人件

費を使ってもペイできるような現

場の製造だけを日本に残し、安価

な労働力を求めるならば海外に移

転するしかないのではないか。

西岡：従来の日本の強さを支えて

きた仕組みは、製造業と相性がい

いようだ。ただ、強さを伸ばすと

いうことで、マクロ経済の中でウ

エイトが低下しつつある製造業だ

けに頑張らせる形で、本当にこの

国の将来を担ってい

けるのか。

長谷川：それには２

つの見方がある。ひ

とつは、日本の一部

の製造業を除いて、

今世界で一番成長し

ているマーケットに

ほとんど出て行って

いない状況がある。

少子高齢化で停滞が

見込まれる日本でひ

しめき合っていても、生産性は上

がらない。成長しているマーケッ

トに出て成長のパイの分け前を

取っていかなければならない。そ

して、それを実行するためのクリ

ティカルマスを自分たちで作る必

要がある。もうひとつは、製造業

で培ったプロセス・イノベーショ

ンをもっとサービス業にも展開

し、活用することでサービス業そ

のものの活力を引き出していくこ

とだ。これもクリティカルマスを

作り、それが受け入れられる形に

しないと難しい。こうしたことは、

個々の企業や日本人のメンタリ

ティではできない。政治の場で法

律を変え、政策の場で仕組みを変

えて、そうせざるを得ない形にし

ないと変わることはできない。痛

みを恐れず、いかに短期間に実現

できるかが、製造業に頼ることな

くこの国の繁栄を維持していくた

めのカギを握ってくる。

氏家：1990年代、われわれは人

材育成に投資をしてこなかった。

大学の教育はあてにせず、企業内

のOJT（On-the-Job Training）で

教育し直すわけだが、不十分だっ

た。企業が大学に人材を派遣し、

こうした教育をやってほしいと働

きかけてきたかというと、それも

やっていない。大学も、企業から

人材を受け入れて実学のようなも

のを行うことには、抵抗感があっ

た。今後は、人材育成に何倍もの

投資が必要だ。

コラス：経営者とリーダーの違い

についても考慮する必要がある。

経営者とは「ルールを理解し、そ

れに則って会社をどう運営するか

を考える人」、リーダーとは「ク

リエイティブな存在でありビジョ

ンをもって会社をひとつの方向に

動かすパワーがあって、スタッフ

一同を統制するような存在」であ

る。今、日本が必要としているの

はリーダーではないか。リーダー

の不足は、もともとの教育の問題

だ。どうやってリーダーを作るか

といったことが、今後の日本の教

育システムの課題ではないか。戦

後の日本の教育システムは無駄な

競争を作り、経営者としてはいい

かもしれないが、リーダーと呼べ

る人を育てられなくなった。

制度的な揺らぎの背景

製造業だけで将来を担うのか

企業による人材育成
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西岡：今、米国や世界で起きてい

る事態は、日本の経営思潮にどう

いった影響を与えているのか。

氏家：米国および欧州の金融資本

市場の混乱は、サブプライム問題

がなくても起きたと考えている。

1990年代の半ばから非常に大き

な貯蓄が産油国・新興国に生ま

れ、それらの国に金融資本市場が

なかったために、そのお金が米国

にまわり投資商品に向かっていっ

た。米国は、自分たちが作り出す

価値以上に巨額の投資と消費を行

うという悪循環に陥っていったの

である。また、この10年間に米

国の金融資本市場は、借り入れを

自分のエクイティに比べ大幅に増

やした。しかも、バランスシート

を大きく膨らませただけでなく、

その回転をものすごく速くした。

こうした状況は明らかに持続可能

ではなく、それが大きく壊れたの

だと捉えている。

株式市場だけでなく、債券市場、

実物市場までもが価格の発見能力

を失くしてしまった。この機能の

回復までにはかなりの時間を要す

るので、日本の実体経済も相応の

ダメージを受ける。それを前提に

２～３年の計画を立てていかざる

を得ない。

中谷：今回のクラッシュで、少な

くとも３年程度は不況を覚悟しな

ければならないだろう。これから

実体経済に本格的に反映されてく

るので、修復するのは相当に大変

だ。ただ、企業としては浮足立た

ず、自分たちが打って出る本物の

強さを明確にし、それに磨きをか

市場の価格発見能力の喪失 ける。そして、地道にそれを作り

出していくことが重要だ。

中谷：グローバル化を、製造業は

それなりに成功させてきたが、

サービス業、特に金融業などはあ

まりできていない。米国型のモデ

ルは崩壊したが、日本の金融は今

後どのようにグローバル化を図っ

ていくのか。

氏家：バランスシートを使って、

それも借入金を使って、自己勘定

の取引を中心に儲けるモデルがこ

こ10年隆盛を極め、高いROEを

叩き出してきたが、このモデルは

終わった。われわれがこれから

作っていかなければならないモデ

ルは、言わば、「忠実な資金調

達・資産運用の仲介者」だと考え

ている。資産運用や資金調達のア

ドバイス、事業再生やＭ＆Ａのア

ドバイスといった、資金循環の仲

介者として展開していくことが中

心的なモデルだろう。このモデル

は、プロセスをきめ細かにやって

いくという日本人の性向にフィッ

トするはずだ。高いROEは難し

いが平均的に持続して良好な

ROEが期待できる。今後、日本

はこのモデルで競争していくし、

買収したリーマンブラザーズの人

たちにも野村の顧客重視の考え方

を浸透させていく。

長谷川：私見を述べさせていただ

く。日本企業がグローバルに展開

しようとする際の弱みを最低限に

抑える手法のひとつとして、Ｍ＆

Ａを考えざるを得ない時期にきて

いると思う。弊社も海外企業の

Ｍ＆Ａを行ったが、経営陣を入れ

替え、大胆なリストラを行ってコ

ストシナジーを実現する欧米流の

モデルは、われわれにはできない。

われわれは、自分たちだけでは短

期間に埋めきれないギャップを埋

めてくれる企業に対してＭ＆Ａを

行ったのであり、リストラは全く

していない。弊社の事例も、先ほ

どの氏家氏のご指摘も、日本企業

にとっていい意味での参考事例に

なると思う。

コラス：日本と欧州は、価値観が

近いと感じており、EIA（経済統

合協定）という形の提案を、１年

前から日本と欧州各国の政府に

行っている。最初はどちらにも戸

惑いがあったが、WTOのドー

ハ・ラウンドが失敗し、次のス

テップとしてFTAより踏み込ん

だ提案ということで、最近はEIA

が推進されてきた。米国も商工会

議所が日本とのFTAを提案して

いるが、両国の差は大きくかなり

難しいと思う。ハーモニゼーショ

ンというよりは、スタンダードを

共同して認識していくことで、日

本も欧州もお互いに持っている良

さが活かせるのではないか。

中谷：コラス氏の提案は、非常に

興味深い。日本と欧州の価値観の

方が中国よりも近い。欧州と日本

の連携は突飛な発想に思えるが、

地政学的、歴史的に見れば可能性

はある。提言書にあるように、東

アジアにおいて経済共同体を作ろ

うとするならば、中国というより

はむしろ、東南アジアやオースト

ラリアといった国々と手を組むべ

きである。

金融分野のグローバル化

今後の経済共同体の可能性
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中谷：日本は島国で、人と人、

組織と組織の関係が長期に続い

ていく社会だ。大陸的な国では

一度きりの取引が基本だが、持

続的関係が日本の商売のベース

にあった。日本の強みは、信頼

関係の維持にあった。短期的な

利益機会があったとしても長期

的利益を求める。そこには、倫

理や道徳も自然に含まれていた。

ところが、新自由主義の影響で、

西岡：最後に、これからの時代を

展望した上での日本企業に対する

アドバイスを伺いたい。

中谷：これから10年、20年とい

う時間を考えた時、絶対に忘れて

はいけないのが環境の問題であ

る。日本人の自然観というのは、

環境問題に非常に適切なものがあ

ると思う。西欧諸国のキリスト教

的な自然観は、「自然とは征服さ

れるべきもので、人間は自然を管

理する権利を神から与えられてい

る」というもので、自然はあくま

でも客観的な存在だ。一方、日本

人の自然観は、「人間は自然に生

かされている、自然と調和してい

くもの」といったもので、和歌や

俳句、庭園などを見ても、自然と

の関係が文化の中心になってい

る。日本人は、自然と人間との調

和を原点とする自然哲学を持って

いる。環境起点の発想をベースに

した活動を行っていけば、非常に

大きなチャンスがあると思う。

コラス：日本は人口が減少し、高

齢化も進み、マーケットが縮小す

るので、日本企業もこの快適な島

国から出て行かざるを得ないだろ

う。その時に必要なのが多様性だ。

多目的な見方ができ、吸収できる

人材を育てることが大切ではない

か。その際、日本が持つ素晴らし

い文化、国民性を失ってはならな

い。銭湯や縁側といった日本文化

のベースにあったものが消えつつ

あるが、そうしたものも大事にし

てほしい。独自性を大事にしなが

ら、多様性を備えた国民になって

ほしい。

氏家： 1980年代の“増長”と

1990年代の“苦闘”からしっか

り学ぶことが大切だ。チャンスは

きており、柔軟に、謙虚に、過去

の失敗を繰り返さず進んでいかな

ければならない。

西岡：今回は極めて幅広い議論が

できたと思う。ありがとうござい

ました。

短期主義への反省から、今
後は長期的視点に立った企
業経営が求められるだろう。
同時に、規制強化の流れが
強くなりそうだが、そこで
はどういった哲学を基本と
するべきか。

米国的なものの考え方にわれわ

れは少し流されすぎた。もとも

とビジネスの重要なポイントは

相互信頼である。社会インフラ

としての相互信頼社会というも

のを、企業も含めて建て直して

いくことが重要ではないか。

長谷川：当然、能力ある外国人が

本社でもたくさん働くという形に

将来なるだろう。ただし、２つの

条件がある。ひとつは、受け入れ

質問
「新・日本流経営」とは、日
本国籍の人材がリーダーな
のか。また、日本企業は本
社での外国人の採用なしに
競争力を高めることができ
ると考えているのか。

体制の計画的な整備だ。今のよう

な状態で外国人を採用しても、お

客さま扱いに近くうまく機能しな

い。もうひとつの条件は、企業理

念の理解だ。それぞれの企業が大

切にしている理念や価値観を理解

し、日々のマネジメントの中で、

先頭に立って実践する人でなけれ

ばうまくいかない。プロセスに時

間がかかるが、そうしたリーダー

を育てていく必要はあると考えて

いる。

コラス：シャネル日本法人は多様

性のある企業で、将来的には日本

人、しかも女性が社長になる可能

性も高い。ただ、日本人が経営トッ

プになるには、フランスの文化と

当社のルーツ、考え方を十分理解

してもらう必要があり、何年かか

けて育成する必要がある。


